
43 

令和６年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労定着支援の質の向上に向けたマニュアルの開発のための研究（23GC1010） 

精神障害・発達障害のある者を対象とした 

就労定着支援事業の実態調査に関する研究 

研究分担者  池田浩之 兵庫教育大学大学院 

【研究要旨】 

 本研究は，障害者就労支援をあつかう専門機関が多く所属する全国的な組織 1 団体に

対して、①精神障害、知的障害の伴わない発達障害のある方を対象の中心としている、②

稼働から複数年経過しており、比較的高い実績加算を有しているという条件を満たす就労

定着支援事業 5 カ所の抽出を依頼した。その事業所に対して、インタビュー調査と支援実

績について聞き取りを行った。インタビューについては半構造化面接で行った。また支援

実績については事業が開始された月から登録された利用者 15～20 名程度の実績について

生存分析を行った。結果、運営組織の方針等に影響を受けた支援実態が明らかにされた。 

A.研究目的

本研究では、就労定着支援事業等の支援

期間終了後の安定した就労生活を実現する

ために、地域の実情や本人の生活環境や生

活面も含めた課題の違い、企業のタイプの

組み合わせに応じた質の高い就労定着支援

の提供に失する支援マニュアルを作成し、

普及することとした。そのための予備的調

査として、就労系障害福祉サービス事業所

の現状把握と課題整理、発達障害、精神障害

等の多様な障害特性別の支援ノウハウの正

さ、支援効果に関する情報収集を行ってい

くことを想定した調査を行うこととした。

本報告はそれら調査の一部となる。 

 国内における障害者雇用における職場定

着の現状は、独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構(以下、障害者職業センタ

ー)による調査報告がなされている(2017)。

そこでは、求人の種類や障害種別により職

場の定着率が示されており、障害を開示し

た求人であることがより職場定着を高めて

いることや(1 年で 70.4％)、精神障害のあ

る者の職場定着率が 1年で 49.3％に留まっ

ていることなどが報告されている。これら

の数値は決して高いとは言えず、精神障害

のある者の職場定着に関しては 10 年以上

課題と言われ続けている。 

現在職場定着を支える代表的な支援制度、

機関としては、ジョブコーチ支援に基づく

制度や、障害者総合支援法に基づく障害福

祉サービスにあたる就労系サービスの就労

定着支援事業、障害者雇用促進法に基づく

障害者就業・生活支援センターがあげられ

る。 

このうち 2018 年度より制定された支援

サービスとして就労定着支援事業は、障害

者総合支援法に基づいた障害福祉サービス

にあたる就労系サービスを受けた障害のあ

る者が対象となる事業で、就労後半年以降

から活用できるサービスとなっている。月
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に 1 回雇用されている障害のある者との面

談、雇用先企業への月 1 回の訪問をするこ

とで、職場定着を支えるものとなっている。 

また職場定着を支援する機関として期待さ

れているのが、障害者就業・生活支援センタ

ーである。地域の職場定着支援において重

要な拠点とされており、2002年から設置が

開始され、2022年現在 338 か所に設置され

ている。 

職場定着に関する支援において、従来身

体障害・知的障害のある者に対しては、「作

業力(就労先で求められる作業遂行能力、作

用支持の理解)」への関りを目的とした作業

支援が中心であったが、支援のフェードア

ウトまでの時間がかかるとされている精神

障害や発達障害のある者に対しては、「新た

な環境への不安・緊張・ストレスコントロー

ル」や「自分の特性の理解・受容」を目的と

した関りを目的とした相談支援が増えてい

る現状にあると言われている。その現状に

対して、認知行動療法的視点に基づいた相

談支援の重要性にも触れられており、職場

適応援助者の養成研修では一部その要素が

取り入れられた研修等も実施されている

(池田ら, 2024)。 

 本報告では、地域で実績のある就労定着

支援事業所にヒアリングを行い、本研究に

向けたデータの収集行うこととした。 

 

B.研究方法 

１．対象者及び対象事業所 

 障害者就業・生活支援センターの多くが加

盟する全国組織から推薦された 4 つの地域

にある就労定着支援事業所 4 法人 4 事業所

とした。また推薦にあたっては、以下の条件

を満たす事業所とした。①精神障害、知的障

害を伴わない発達障害のある者を支援対象

の中心としている、②稼働から複数年経過

しており、比較的高い実績加算を有してい

る、の２つとした。また４事業所からは、事

業開始してから登録をして支援を行った最

初の者から 15～20 名を自動的に無記名で

選定してもらい、その者の調査時点での就

労継続の有無、就労継続期間のみを抽出し

た。 

２．調査時期 

 調査時期：2024年 1月～2 月 

３．調査内容 

  研究依頼はメールにて行い、研究の説明

と同意確認は口頭にて行った。インタビュ

ーは１時間程度とし、オンラインツールに

て行った。各事業所からは１～4名の管理職

や就労定着支援事業担当者が参加した。イ

ンタビュー内容は以下の通りであった。（1）

法人と就労定着支援事業の概要、（2）支援や

体制として工夫している点、（3）困難に感じ

ている点を主に聞き取った。 

４．倫理配慮について 

 本研究は 2023 年本研究チームの代表が所

属する大学の倫理委員会にて承認を得た。

（申請番号：高大研倫審 2023001）。 

５．分析方法 

 各事業所から得られた就労定着支援事業

利用者の就労継続の有無、就労継続期間に

ついては、カプラン・マイヤー曲線による生

存分析を行い、得られたインタビュー結果

と支援実績との関係を明らかにするために

累積離職率を算出することとした。 
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C.研究結果 

１．インタビュー結果 

表１ インタビュー結果図

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

インタビュー結果より、対象となった4

事業所のうち2事業所では職場適応援助者

(以下、ＪＣ)も併用しながら、就労定着支

援事業をお子なっていることが話された。

サービス利用者とコミュニケーションをと

るために、ＳＮＳやオンラインコミュニケ

ーションツールを活用し、状態のモニター

や困りごとの抽出等を行っていることが共

通して、語られた。また就職者を対象とし

た、OBOG会なども実施していることが、

語られた。本調査の対象者は実績のある事

業所を選定したが、取り組みにおいてはお

およその内容が複数の事業所が取り組んで

いる内容と合致していた。先行研究等から

もこのような取り組みの実態も示唆されて

おり、改めてそれらの内容を支持する内容

を抽出する結果となった。 

また困難に感じている点では、支援対象 

 

の人数が増えていくことへの負担感や、就

職して以降職場内で働く上での課題を改善

していくことの難しさなどが語られた。ま

た制度自体に対する意見もあがっていた。

「経営的な観点からの発言」というコメン

トも2事業所からあがっており、支援体制

の継続的な維持の難しさも語られていた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 離職率に関する生存分析結果 

 （横軸の単位は月数） 
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 次に生存分析の結果であるが、対象とな

ったデータは 66 名であり、国立がん研究セ

ンターがん臨床情報部が Web にて一般公開

している分析ツールを用いて、解析を行っ

た。4 事業所の生存分析の結果であるが、打

ち切り率を参照しながら確認すると、打ち

切り率 10％で 4 事業所の定着期間が 25 か

月の場合、累積離職率が 20％以下であるこ

とが明らかになった。また累積離職率が

50％となる事業所が出てくるのが 40 か月

となっており、就労定着支援事業を終えて

からの離職者が徐々に増えていることが予

想される結果となっている。定着期間 40 か

月であっても、離職率 20％以下である事業

所もあることがわかる。 

 

D.考察 

 本予備調査は、実績をあげている就労定

着支援事業所にインタビューを行い、支援

内容と実績の程度を明らかにすることを目

的に行った。結果として、先行研究で明らか

になっている精神障害のある者の 1 年の定

着率 41％を大幅に超えていることが明らか

になった。その中で各事業所に離職率のば

らつきがあるのは、母体となる法人の立ち

上げ時期や運営している福祉サービス数に

違いがあることなどが主に考えられた。地

域から求められる役割など、どのような状

態像の者がサービスを利用しているかが、

率に影響しているのではないかと考えられ

た。今回研究対象者の中には就労定着期間

が 5 年をこえている者がいるが、その割合

は徐々に減っていることがわかる。今後は

就労定着支援事業期間を終えた後の支援を

どのように行っていくかが重要となると思

われる。インタビューの結果から、既に明ら

かになっている就労定着支援上必要な支援

要素(利用者の状態のモニター、就職者のセ

ルフヘルプグループ立ち上げ、支援側の持

続可能な体制整備など)をどの事業所も複

数行っており、今後はそれら要素の普及啓

発を図ることや、ひとつひとつの支援要素

の精度をあげていく技術や知見の共有が必

要になることと思われる。 

  

E.結論 

 本研究の成果より、就労定着支援事業所

としての工夫や課題と実際の支援実績につ

いて照合することができた。 

 制度としての支援の節目を迎えるまでに

何をおこなっていくのか、検討するデータ

となったと考えている。 

F．健康危険情報 

該当なし 

G.研究発表 

１．論文発表 

池田浩之・千田若菜・戸ヶ崎泰子 (2024) キ

ャリア教育と就労支援における認知行動

療法の現状と可能性－知的障害・精神障

害に焦点を当てた展望－, 認知行動療法

研究 50, 2, 67-76. 

２．学会発表 

 池田浩之 (2024) 精神障害・発達障害のあ

る者を対象とした 就労定着支援事業の

実態調査～就労定着支援の質の向上に向

けたマニュアルの開発に向けた予備的研

究～, 日本職業リハビリテーション学会

第 51 回大会島根大会発表論文集. 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 該当なし 

 ２．実用新案登録 該当なし 

 ３．その他 該当なし 
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